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巻末の留意点を必ずご覧ください

 コロナ禍中の行動規制の解除により、インドでは足もとでインフラ整備が急速に進んでいます。

 今年の前半に弊社社員がインド（ムンバイ）を訪れた際の撮影した写真をもとに、現在のインドのインフラ
整備状況をご案内致します。

ご参考資料

写真で見るインドのインフラ整備状況

2023年11月

① 高速道路整備

ムンバイ

インドマップ

チャトラパティ・シヴァージー国際空港

 インド最大級の都市で、商業、
金融、映画産業等が盛ん。

 インド西部に位置し、マハラ
シュトラ州に属する。

 人口約2,130万人 (国内2位)

 面積約437平方Km (国内12位)

ムンバイ周辺

コラバ

 下記はコラバより車で5分程度の幹線道路の写真です。インドでは大都市を中心に渋滞が社会問題
となっており、改善に向け至る場所で高速道路の建設が急ピッチで進んでいます。

※ 人口は2023年の予測。
出所：World population view、National Census 2011のデータをもとにHSBCアセットマネジメント株式会社が作成。

（成田空港より直行便で約10時間）
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巻末の留意点を必ずご覧ください

④ 昔ながらのインド

② 都市交通開発（地下鉄）

東バンドラ

コラバ

③ 不動産開発

★マハラクシュミ

マラバー・ヒル

★マハラクシュミ

マラバー・ヒル

 ムンバイは東京都よりも人口が多い半面、地下鉄がなく、交通渋滞の原因の一つとなっています。

 下記は地下鉄駅の建設現場を上から見た写真で、急ピッチで工事が進んでいます。

 開通は2026年以降を予定している模様で、開通すれば渋滞の解消だけでなく、交通の効率化が図られ、
さらなる発展が期待されています。

 コラバ周辺においても道路整備は不足しており、平然と牛が車道を横切る光景もみられ、インフラ
整備による、インド経済の今後の伸びしろは大幅にあると思われます。

 人口増加や経済成長を背景に不動産需要も高まっており、タワーマンションの建設も散見されます。
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留意点

＜個人投資家の皆さま＞

購入時に直接ご負担いただく費用 購入時手数料 上限3.85％（税込）

換金時に直接ご負担いただく費用 信託財産留保額 上限0.5％

投資信託の保有期間中に間接的に
ご負担いただく費用

運用管理費用（信託報酬） 上限年2.20％（税込）

その他費用
上記以外に保有期間等に応じてご負担いただく費用がありま
す。「投資信託説明書（交付目論見書）」、「契約締結前交
付書面（目論見書補完書面等）」等でご確認ください。

投資信託に係わる費用について

 上記に記載のリスクや費用につきましては、一般的な投資信託を想定しております。

 費用の料率につきましては、HSBCアセットマネジメント株式会社が運用するすべての投資信託のうち、

ご負担いただくそれぞれの費用における最高の料率を記載しております。

 投資信託に係るリスクや費用はそれぞれの投資信託により異なりますので、ご投資される際には、かならず

「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ホームページ

www.assetmanagement.hsbc.co.jp

ＨＳＢＣアセットマネジメント株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第308号
加入協会 一般社団法人投資信託協会/一般社団法人日本投資顧問業協会/日本証券業協会

電話番号 03-3548-5690

（受付時間は営業日の午前9時～午後5時）

【当資料に関する留意点】

 当資料は、HSBCアセットマネジメント株式会社（以下、当社）が投資者の皆さまへの情報提供を目的として

作成したものであり、特定の金融商品の売買、金融商品取引契約の締結に係わる推奨・勧誘を目的とするも

のではありません。

 当資料は信頼に足ると判断した情報に基づき作成していますが、情報の正確性、完全性を保証するもの

ではありません。また、データ等は過去の実績あるいは予想を示したものであり、将来の成果を示唆するも

のではありません。

 当資料の記載内容等は作成時点のものであり、今後変更されることがあります。

 当社は、当資料に含まれている情報について更新する義務を一切負いません。

投資信託に係わるリスクについて

投資信託は、主に国内外の株式や公社債等の値動きのある証券を投資対象としており、当該資産の市場における

取引価格の変動や為替の変動等により基準価額が変動し損失が生じる可能性があります。従いまして、投資元本

が保証されているものではありません。投資信託は、預金または保険契約ではなく、預金保険機構または保険契

約者保護機構の保護の対象ではありません。また、登録金融機関でご購入の投資信託は投資者保護基金の保護の

対象ではありません。購入の申込みにあたりましては「投資信託説明書（交付目論見書）」および「契約締結前

交付書面（目論見書補完書面等）」を販売会社からお受け取りの上、十分にその内容をご確認いただきご自身で

ご判断ください。


